







【坂 内政策研所長 】本 日は、お忙 しい ところ、時 間を頂 き有 り難 うござい ます。
まず 、科学技術系人材 の問題 についてお尋ね したい と思います 。理工 系学生が銀行や証券会社 に
就職す る傾向は 、バ ブルの崩壊で止 まった ように見 えますが、科学技術 系人材 の養成 ・確保 は今後
とも重要な課題 で、科学技術会議 でも第20号 諮 問を受けて検討 を開始 しています 。
【斎藤顧問 〕人材 については、日本 は創造性 が弱 いとよ く言 われる。これは大学の研究室に 「50
年来追求 してい るといった長期のテー マ」が殆 どないのが問題 だ と思 ってい ます 。 ヨー ロ ッパの大
学では50年 も100年 も続いている とい った根元的 なテーマがある。例 えば、不確定性原理 につ
いてアイ ンシュタイ ンが疑問を出 し、それは根本 的には解 決 していません 。光の波動が量子化す る
か否かの問題 も未だ再実験 を繰 り返 してい るグループがあ ります。 日本 は教 えられ たことを殆 ど疑
いを持 たず受 け入れて しまい ますが、考 えた側 は 自分 の提起 した問題 に常 に疑問を持 ち続 けてい ま
す 。重要 なフ ァース トコンセプ トは根元的 な疑 問を持 ち続 ける申か ら生 まれ るのです 。一方 、ファ
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－ ス トコンセプ トが出た後 は、例 えば転位論(金 属)に しても、最 初に始め た外国の連 中は、 「あ
とは日本人 が細 か くや って くれ るよ。」 と言 って 、よ り根元的 な疑問に移 ってい っている。それで
も自分の名前が論文中にいつでもサイデ ィング(引 用)さ れることにな り、何 もしな くても日本人
が偉 くして くれ るわ けですね。(笑)。 端 的に言 えば 、教 えた方 は自分 で次 の変革に踏 み込め るが 、
教 わった方 はそれに縛 られ るとい う一般論 が成 り立 ってい るわけです 。日本 は、短期 的に答の出 そ
うなテー マには熱心 に取 り組 むが、心に響 いて離れない ような根元的な疑 問に基づ くテー マを持 っ
ていないために、フ ァー ス トコンセプ トが出せ ない。日本 の大学全体の問題 です 。
大学院大学を 目指 した改革 が進 められています が、大勢の大学院の学生 に2年 な り3年 な りで学
位 を取 らせ ることが教授 のデ ューテ ィーにな ると、短期的な研究 テー マへの傾斜がか えって進 むの
ではないか と、心配 して います 。
【坂内】先般 、当研究所 が取 りまとめた 「第5回 技術予測調査 」でも、実現 時期 の近い課題 では 日
本 優位 だが 、実現に時間のかか る課題 は海外優位 とい った傾向がでてい ます 。
〔斎藤 】高校での教 え方 にも問題 があ る。例 えば 、原子核 を教 えるのに、陽子 と中性子 をしっか り
と閉 じこめ るような実線 の殻を書いたので は、 「核子 を結び付 けている力 は一体何 なんだ ろう」 と
い う疑 問は生 じない 。せ めて点線の殻 の絵 にす る必要 がある。教え る人 が頭 の中で問題 を解決 して
しまってい るんですね。安易 な解答を教 えるより疑 問を育て る教 え方が重要 なのにそれが欠けてい
る。生徒 の持 ってい る疑 問をよ り大 きな、よ り正 しい疑問 の体系へ と結 び付 ける教育 が必要です。
問題が与 え られ る と上手 に解 くが 、問題 を創 ることが苦手 なんですね。
【坂内】明治以来の歴史 的経緯 も関係 があるので は。
【斎藤〕明治維新の とき、日本 は欧米 に比べ非常 に遅 れていて 、富 国強兵策の もとで 、理学 よ りは
工学に力を入れ た。これは これで正 しい選択だ ったが 、これが その ままず っ と続 いているのが問題
です 。切 り替 えが必要で しょう。
【坂内】切 り替 えの意味 も込 めて 、科学技術庁で は、セ ンターeオ ブeエ クセレンス(COE)の
育成を打ち出 しま した。科学技術振興調整費 を活用 して 、COEた ることを目指 す研究機 関を選定
して重点投資 しよ うとい うものです 。
〔斎藤】COEに は、特に若 い力 と研究者 の流動性が重要 だ と思い ます 。神奈川科学技術 ア カデ ミ
ーでは 、研究室 の研究期限を5年 に限 った流動 システ ムで プロジ ェク トを運営 してお り、研究者は
45才 を上 限 として ます 。平均年齢は30代 です 。時々 、せ っか く育 った人材や研究体制 をなんで
5年で解散 す るんですか と聞かれ ますが 、人材 は養成 した所 で使 うのでな く、養成 しだ人 を外 に出
して使 えるようにす るのが重要だ 、養成 した人材 を自分の所 に とっておいては駄 目だ と答 えてい ま
す。一番惜 しい と思 う人か ら外 に出すのが大切 なんです 。日本 は労働力や人材の流動性 がない のが
非常 に問題 だ と思い ます 。
また、45才 上限 とは別に 、立派 な成果 を上 げた85才 までのシニア研究者 を、しかるべ き処遇
で顧問 として招 き、研究 フ ィロソフィーを若 い人 に伝 えて貰 えるよ うな制度 も考 えてい ます。立派
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な成果 を上 げた人 をきちん と処遇す るのは、若い人を元気付 かせ る上 で も極 めて重要 なこ とです 。
【坂内】神奈川県 は科学 技徳先進県ですが、地域科学技術 の振興については どの ようにお考 えです
か 。他 の 自治体 に神奈川県の話 をす ると、なか なかそ こまでは、とい う声 を聞きます 。
【斎藤 】私 は、地域 に対 しては 、わ りと突 き放 した考 えです。つま り、アカデ ミーでは、いろんな
段階のテーマをある ところまで解決 して どん どん公表 してい く。それを どう受 け とめ るかは、地域
の地力だ と思 っています 。我 々 としては成果 の出 し方 に留意 してい ます 。即 ち、プロジェク ト終了
時点で 、プロジェク ト自身の成功 、失敗を ジャッジす ることは しない 。プロジェク トの中で出てき
た良い考 え方、技術 、理論な どを、研究室長 の責任で はな く、外部の専 門家 によって脇か ら引 き出
す とい う発 想で評価 します 。このための委 員会 を設 けてい ます。
一方 、政 府の立場 で考 えて頂 きたいのは 、地域 の科学技 術を県 を単位 として考 える考え方 は、そ
ろそろ変 えるべ きだ とい うことです 。もっと広域 に数県 をブロ ック として考 えるうちに、だんだん
と地域の科 学技術振興 、 さらには行政一般の広域化 にも明 るい見通 しが出て くるもの と思い ます。
【坂 内〕貴重な ご意見 を有 り難 うござい ます 。
ところで、未踏科学技徳協会の活動 はいかがですか。
[斎藤 〕未踏 としては、超電導 、傾斜機能材料 、イ ンテ リジェン ト材料 など、新材料 を対象 とした
活動 をやって きてい ます が 、今度 「エ コマテ リアル」 に取 り組 もうとしてい ます 。エ コロジーの問
題 にな って くるので 、大学や企業だけでな く地方 自治体 な どの行政部門 にも入 って頂 かな いとい け
ない と思ってい ます 。
? 〔坂内】今度 、先生 、ア メリカの ほうで材料関係の賞 を受賞 な さるとお聞 きいた しま したが。
〔斎藤 】ア メリカンセ ラ ミック学会の名誉終身会員に選 ばれ ま して、4月 に授与式 に行 くことにな
ってい ます。年間 に2人 だけで、ひ とりは同学会の会長経験者で 、会長 をやめてから何故か数 年の
年月がおかれて います 。も う一人が世界中 から選ばれ ます 。日本人 では初めてだそ うで、大変 名誉
に思い ます。ただ、セラ ミクスの研究 は止 めてか らもう10年 以上 にな りますがね。(笑)。
【坂内】おめで とうござい ます 。先生 は 、相変わ らずお忙 し く活躍 されていて 、仕事 が趣味の よう
な もの と思いますが 、引 き続 きよろし くご指導下 さるようお願 いします 。本 日は有 り難 うござい ま
した 。










1月18日 付 をもって 、総務研究官に就任い た しました柴田治 呂で ございます 。
これ まで3年 程 、原子力分野 において 、保障措置 、動力炉開発 などに携 わ り、日常 的な業務 に追
われて おりましたが、このたび 、うって変 わって科学技術政策 を研 究す る立場 に立つ ことにな りま
した。科学 技術庁 は、本来科学技徳政策を企画 、立案す るところで あ ります ので 、その基盤 を支 え
る調査 、研究は極 めて重要な ものであ ります。科学技術政策 は、現実の世 の中の動向を正確 に とら
えて始 めて効果 的なものであ りま しょうか ら、科学技術庁 の職員 としては、一度 、このよ うな政策
研究 を行 ってそれに熟知 してお く事が 、是非必要 ではないか と思われ ます。その意味で、なるべ く
多 くの本庁の職員 が政策研の研究 の企画 、実施 に参加で きるよ うな機会がで きれ ば、と思 ってお り
ます。
私 は、以前 、総合研究開発機構(NIRA)に おいて、科学技術分野の政策研究を担当 してお り
ました。当時 、現在 の時代 を り一 ドしてい るのは 、コンピュー ター、コ ミュニケー シ ョン、半導体
を中心 とす るエレク トロニクスであ るとして 、これを取 り上げ 、様々 な視点か ら検討 を加 えま した。
そのひ とつ として 、日本 におけるエ レク トロニ クスの発展過程 を追跡す ることによって 、日本 が ど
の ように して、欧米にキ ャッチ ・アップし、世界 の最先端 に立 つ事 になったのか調べてみ ました。
その中で、世界のイ ノベー シ ョンと日本 のイノベー シ ョン との比較 を行 った り、又 、日本 のす ぐれ
たイノベー ションは 、いかなる状況のも とに生 まれて きたのか 、な どの分析 を行 いま した 。10年
以上 も前の事で したが 、それ らは、現在 、第一研究 グルー プが行 ってい る研 究の発想 と一 致 してい
るように思います 。
社会現象 は複雑怪奇 です から、そう簡単 にその本質 をつかむ ことはで きません。私の行 った研究
も、一面を とらえた ものに過 ぎません 。優れた政策研究 も一朝一 夕に してで きるものではあ りませ
んが、これ までの経験を生 か して 、各 グルー プの研究 の推進 にい ささかでもお役 に立つ ことがで き
れば幸い と思 ってお ります 。
?
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世界各国のイ ノベー ションのパ ター ンには、それぞれ の特徴がみ られ るが、これ は、各国にお
いて科学技術 の発展状況や 、教育 ・経済 な どの社会的条件が異な り、それ らが、技術革 新過程 に、
複雑 に影響を及 ぼすこ とが一 因 とな ってい る。
米国の農業 、航空 、電機 、通信な どの代表的 な技術革新事例について、技術革新 にお ける公共
政策 の役割を 、業種 ご とに異 なる研究開発の特徴をふ まえつつ 、論 じた。 さらに、日本 の技術革
新 について 、同様 な観点か ら討論を行 った。
O研 究会等/ResearchMeetings
「第8回 地球 に優 しい科学技術の普及 の条件 に関す る調査研究会」 を1月18日 に開催 し、評
価手法及びア ンケー ト調査結果 の分析等 について検討 を行 った。
《
『組織的知 の創造をめ ぐる学際的研究に関す る国際 ワー クシ ロップ』
開 催 の お 知 ら せ
近年 、創造 的な研究 開発 を推進す る上で 、イ ノベー シ ョンを知識の創造 プロセス とし
て把握す るマネジメン トが 、ます ます重要 とされて おります 。知識創造 を促す組織 的環
境がいかなるものであ るか とい う課題 は、産学官 を問わず研究管理 に携わ る者 の共通 の
関心事 であ り、活発な学際 的研究の フロンテ ィア とな りつつあ ります 。当研究所 では、
国内外有識者 による最新 の研究報告 と意 見交換 を通 じて 、この分野の将来展望 を行 うた
め、 この度r組 織 的知 の創造をめ ぐる学 際的研究に関す る国際ワー ク ショップ』 を開催
いた します 。
本 ワー クシ ョップは、野中郁次郎(当 研究所総括主任研究官)を 中心 に、後藤裕一(
日本電気研究開発技術本部)、 石井裕(NTTヒ ュー マンイ ンタフェ 一ー・ス研究所)、A.
デ ュー マ(ロ ン ドンpaビジネススクール)、D.フォレイ(エ コ・一ル 号ドeパ リ)、F.ヴ
ァレンテ ィン(コ ペ ンハーゲ ン ・ビジネススクール)、H.グル ップ(フ ラウンホー フ ァ
ー研究所) 、L.ジョル ジョ(マ ンチ ェス ター大学)、M.ギボンズ(サ セ ックス大学)、




※ 開 催 日及 び プ ロ グ ラム
平 成5年8月22日(月)
姐9:30受 付 禽登 録 開始
10:30開会 式
10:50基調 講 演
PMl:30セ ッシ ョン1「 グルー プ ウ ェ ア と コ ラボ レー シ ョン」
3:30セ ッシ ョン2「 研 究 グル ー プ間 に お け る知 識創 造 」
5:30レ セ プ シaン
平 成5年8月28日(火)
AM10二30セッシ ョン8「 暗黙 知 、 メ タ フ ァー 及 び イ ノベ ー シ ョン」
PM1:30セ ッシ ョン4「 組 織 戦 略 と知 識創 造 」
4:00船 手舌討 論
5:00終 了
(同時 通訳 付 き。 プ ロ グ ラム は一 部変 更 され る場 合 が あ り ます 。)
※会場:研 究交流 センタ・一・国際会議場(茨 城県つ くば市竹園2-20-5)
皆様 お誘い合 わせ の上 ご参加下 さいます よう、 ご案 内申 し上 げ ます 。
なお参加登録費 は無料です 。 参加 ご希望 の方 は、3月12日 までに第1研 究 グルー プ
永田(03-・3581-2396)まで 、ご連絡下 さい 。
孤 白 レ ポ 』繭}・紹 介/HighlightoftheNe習Repert
自然 科 学 系 課 程 博 士 を 増 強 す る条 件
IncreasingTheNumberofHighQualityScienceandERgineering
Taught-CourseDoctoratesinJapa,n
第1調 査 研 究 グ ル ー プ
西 潟 千 明
昨年11月 に、 「自然科学系課程博士 を増強 す る条件」(調 査研究資料 一24460頁)を 作成 し
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ました 。これは、平成元年12月 に作成 した 「自然科学系博士号取得者の量的 日米比較」(MSTE
PREPORTN◎.7)の続編 にあた ります 。
以下 、その概要 を述べ ますが 、ここで博士課程 または課程博士 とい うのは、理学系 と工学系 の博
士課程 または課程博士を さします 。
1調 査研究の 目的 と方法
この調査研究 は、日本 の科学技術の一層 の発展 を図 るためには、大学院博士課程の研究機能 を強
化 して、民 間企業で も重用 され る課程博士数を増加す るとともに、その質 的な向上を図る ことが重
要であ るとい う観点か ら、その増強条件 を探 ることを 目的 として行 ったものです 。
そのよ うな目的意識か ら、課程博士 の需給構造 をみ ると、それは、大学教授 、大学 院学生 、民間
企業 の研究所長 などか ら成立 してい ると考 えられ ます 。そこで 、1990年秋か ら1991年秋 にかけて 、
日本 の主要7大 学 の教授38名 、外国大学教授1名 にイ ンタビューを行 いま しだ。また 、その大学
教授 か ら、大学 院修士課程在学生942名(以下 、人数 は回答数)、 博士課程 在学生240名の意見を
収集 してい ただ きました。
民間企業 は、資本金 、売上 高 、従業員数 の多 い順 に並べ、業種の均衡を考慮 しなが ら、上位 か ら
選 んだ66社 の協力 を得て 、その主要民間企業 に勤務す る修士課程修了者1838名、博士課程修了者
510名の意見 、38社の人事部 門の長の意見 、57社の研究所長121名の意見 を収集 しました。
この調査研究 は、約3700名のご協力をN・ただいてで きあが りました。
ご協力をいただいた方 々に、厚 くお礼 を申 し上 げます。
?
2調 査研究 の縮果
この調査研究 は、次の ような特徴を もってます 。
統計数値 の特徴 は、次 の とお りです。
(1)日本 と米国 において 、大学が毎年育成す る課程博士数 を収集 しました。
(2)国立大学教授の年齢構成 から、定年退職者補充人数 を算出 しました。
(3)修士課程修 了者 と博士課程修了者 の実態賃金 の業種別比較を行い ました。
とりまとめ方法の特徴 は、次の とお りです。
(1)ア ンケー ト調査 票には、予想 を越 える意見 が書 き込 まれてい ました。それは、大学院の あり
方 を議論す るときには、また と得難い資料 と判断 したので、原文 のまま収録 し、調査研究書
に添付 しま した。
(2)書 き込み意見が少数意見であって も、それは、氷山の一 角であ り、水面下 に多数の意見 が隠
されてい るとみな し、極 力本文 に引用 しました。
調査研究 の結果 は、次 の とお りです 。
2e1課 程博士の 日米 比較
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(1)1年 間 に育成 する課、程博士数(人口10万人当たりの数、外国人を除く。)は、次 の表の とお りです 。
博士課程進学状況 が過去5年 の状況の まま推移す ると仮定すれば 、日本 が現在の米国の人数 に
なるためには、理学系 は38年、工学系は17年 が必要です。







(2)1年 間 に 、100人以 上 の課程 博 士 を育 成 す る大 学 数 は 、次 の表 の とお りで す 。米 国 で は 、 カ リ
フ ォル ニ ア大 学 バ ー ク レー 校495名、 マサ チ ュセ ッツ工 科 大 学415名、 ス タン フ ォー ド大学337名、 イ
リノd大 学331名とな って い ます 。 日本 は 、東 京大 学200名、京 都 大 学121名、大 阪大 学IO◎名 とな っ





理学系 工学系 合 計
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これ は、日本 の博士課程が大学 において占め る位置 が米 国よ りも格段 に小 さい こと、学生が博士
課程 に進学 す るときの選択範囲が米国 よりも遙か に狭 い ことを示 してお ります 。
?
?
2。2大 学院博士 課程 を充実 しなけれ ぱならない理 由
大学院博士課程は 、次 の理 由に より、充実 しな けれ ばならない と考 えられてい ます 。
(1)大学院博士課程 には、課程博士を育成す るこ と、新 しい学問 を体系化す ること、基礎研究 を行
うことの 目的があ ります 。その 目的を遂 げるために、博士課程 の充実が必要 と考 えられてい ます 。
(2)新 しい頭脳 をもった学生 が博士課程 にいるこ とは 、教授の研究 を刺激 します 。それは 、大 学院
博士課程 の研究を活性化 し、推進力 とな るので、大学院博士課程 を充実 し、優れた学生 が博士課








(1)今後 の民 間企業の研究開発 は、技術 的側面 だけでは な く、科学的側面 を強 く意識す る必要が
あると考 え られてい ますが、課程博士 が最適任者であ ること。
(2)米国で、民 間企業で活躍す る理学 系博士 は935名、工学 系博士 は930名です 。しか し、日本 は、
それぞれ98名、205名に過 ぎませ ん。米国 との均衡 を考 えると民間企業で も課程博士が必要 であ
ると考 えられ ること。
また、多 くの教授 、学生 、並びに 、主要民間企業 に就職 してい る修士や課程博士 、及び研究
所長 は、民 間企業で も、今後課程博士 の採用 を増 やす必要があ ると考 えてい ること。
(3)民間企業 で活躍す る課程博士を増加 しない と、米国 の国民一人 当た り博士数 に追 いつかない
こと。
(4)大学教員 の産官交流 を行 うためには、民間企業 で活躍す る課程博士が存在 す ることが前提 と
なるこ と◇
2。4課 程博士 と民 間企業 との間に生 じてい る落差
民間企業では 、課程博士が必要 であると考えています。 しか し、課程博士数 の供給 は十 分である
が 、採用 したい と考 える課程 博士 は少 ない と考 えてい ます。
それ は、次 の ような落差が生 じてい るか らです 。
(1)生 じてい る落差の実態
課程博士 の資質 について 、次 のような落差 が生 じてい ます 。
《
r民間企業が課程博士 に求め る資質」 ≠ 「課程博士が備 えている資質」
具体 的には、次の とお りです 。
① 学力 が トップクラスの学生 で進学す る者 は少 ない。
② 民 間企業 を第一 志望 とす る課程博士が少 ない。
③ 研究資源を統合す る研究能力 が、修士 よりも特 に優れている とは考 えられ ていない 。
④ 研究 の本質を掌握す る能力 、研究手法 、基礎 的学識の広 さ、語学力 、科学 的実証能力
な どが、修士 よ りも特 に優れてい るとは考 えられていない 。
研 究条件 について、次の ような落差が生 じて います 。
「課程博士 が民 間企業 に求め る研究条件 」≠ 「民間企業 が課程博士に示す研究条件 」
具体 的には、次の とお りです 。
① 民間企業 では、研究 の 自由度は少 ない。
② 課程博士 の評価 、賃金 などは 、同期 の修士 とほぼ変わ らない ところが多い 。
(2)落差 の生 じてい る要因
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先に述べた落差 は、次の要因 により生 じてい る と考 えられて います 。
① 在学中の生活 が同 じ年代 の者の生活 よりも格段 と劣 っていること。
② 修了後の将来展望が暗 く、在学中の費用 回収の見通 しがないこと。
③ 実質 的に 自由に進学先を選 べない こ と。
④ 研究室 にいわゆ る``生え抜 き教授"な どに起因す る前 近代性が あること
⑤ リサーチフ ェロー(ボ ス ドク)制 度が貧 しい こと。
⑥ 論文作成が重視 されす ぎてい ること。
⑦ 基礎 的な学識及び実証能力 を育成す るカリキ ュラム及 び風土がないこと
⑧ 教授が博士課程の教育 や研究指導 に専念 できない こと。
⑨ 建物が前近代 的で あ りその中身の近代化 が行われていない こと。
⑲ 修士で就職す る学生 よ りも格段 に優 れている と考 えられないこと。
⑪ 限 られた研究 テー マ以外では、特 に優れてい ると考 えられない こと。
⑫ 民間企業 に大 学以上 の学歴 によ って 、賃金額 を変 える慣行 がないこ と。
(3)落差 を解消す る方法
大学教授並 びに民間企業 の研究所長な どが 、落差を解消す るために必要 と考 えていることは次
の とお りです。
まず 、課程博士 の資質を向上す ることです 。その ため には、次の ことが必要だ と考 え られて い
ます 。
① 在学中の経済的 自立条件 を整 えるとともに、8年 以内で学位が取得 できるようにす る。
② 博士課程修 了後 の将来を明 る くす る。
③ 博士課程の進学先 を自由に選択で きるようにす る
④ 建物 とその中身 の近代化 を行 う。
⑤ 大学教授 自体が 、民 間企業で も重用 され る理想 的な課程博士像 を明確 にす る。その上
で、その理想像 の育成に向けて、博士課程 の履修科 目を改訂す る。
⑥ 教 授の雑用 をな くし、教育や研究指導 に専念で きるよ うにする。
次 に、民間企業 が課程博士 に示す研究条件 を向上す ることです 。しか し、これは、修士 よ りも





課程博士 の育成数 を増加 し、かつ 、その資質の向上 を図 るためには、次の1に 掲げ る基本的 な考
えに基づいて、2に 掲 げ る具体的な増強方策を勇 断をもって実践す ることが必要であ ると考 え ます 。
轡基本 的な考 え方
(D国 は、さまざまな資質 の課程博士 が尊重 され る時代が到 来 してい ることを十分 に認識 す る。
(2)国は、(Dの認識 に基いて 、多 くの国民 がそのこ とを理解 で きるような方策を講 じる。
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(3)大学院博士課程 では、殺到す る進学希望者 の中から入学者 を厳選 し、博士課程 が大学教員に
限 らず 、民間企業 においても重用 され る資質 を備 えるように、教育及び研究指導方法を改め
る。
(4)課程博士の資質 の改善 と民間企業 の研究条件 とは、 どちらか一方 を先行 させ ることはで きな







(1)国は 、博士課程の重 要性 を示す ために 、主要な大学 院博士課程に 、美 しく大 きな研究棟 を建
設 し、研究室 のスペー ス、研究設備 、研究機器 、研究費 の充実を図 る。主要私立 大学 にもそれ
らの充実 に必要 な助成 を行 う。
また、大学教授 と学生 との間に、学究面及 び人間関係面 で、強い信頼 の絆 を形成す る。
① 学びたい大学院、学 びたい教授 のも とに進学す る慣習 を定着 させ る。
② 民間企業 にも重用 され る課程博士 を育成す るとい う目的を明確 に し、その 目的に した
が って、 カリキュラムを改善す る。
③ 教授 が共 同研究者及 び秘書 を採用で きるよ うにし、事務部門の近代化 を図 る。
④ 大学 と民 間企業あ るいは国公立研究 所 との人事交流 を進め る。
(2)博士課程在学者 に、同年齢者並 の経済的生活 を保障す る。
① 民間企業 が200億 円規模の基金 を拠出 し、運用益 で450人 の博士課程在学生に 、1
年間240万円を無利子で貸与 し、民間企業 に就職 した場合 には返済 を免除す る。
② 当分の間の経過措置 として、学部 、修士課程 で成績が優秀 な学生に 、博士課程の学費
を免除又 は補 助す る。
③ 合理的で近代的なアシスタン ト制度 を導入す る。
④ 日本育英会の奨学金の増額 し、貸付制限規定 を撤廃す る。
⑤ 日本学術振興会の博士課程在学 中の特別研究員 を増員 し、研究奨励金の増額 を行 う。
修士段階で特別研究員の採用 内定 を行 う。
(3)リサーチ フェロー制度を拡充す る。
国は、既存 の特別研究員制度 を一層拡充す るとともに、民間企業 が行 う契約任 期制研究員制
度の導入や拡大 に必要な費用の一部を援助す る。い ろいろな研究機 関を異動す ることが研究者
にとって有利 となるように 、関係機関の処遇制度 を改める。
(4)民間企業は 、課程博士 を正当に評価 し処遇す る。民間企業 は、課程博士 独 自の評価活用制
度 を取 り入れ 、賃金 は、少 な くとも、同期の修士 よ りも10%以 上高 くす る。







一 フレーム ワー クの検討 と予備的分析 一 第1研 究 グルー プ(三 津間秀彦,広 田俊郎)
国家科 学技術 プ ログラムの分析 の第1報 として、本研究 におけ る分析 フレー ムワー クを検討 し
た上 で、国家科学技術 プログラムの推進主体 である公的研究 開発機関の活動実態 を分析 する一方 、
国家科学技術 プログラム遂行上 の主要部門であ る産 ・学 との相互活動 について一事例をあげての
予備 的分析 を試みた。
9調査研究資料:講 演録35セ イ コーエ プソンにおける技術 開発
一新事業創造の事例 と技術開発理念の功罪 一 相澤 進(セ イ コー エプソン(株)専 務取締役)
?
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⑧1月18日付 けで高木喜一郎総務研究官 が長官官房審議官(科 学技術政策局担 当)に 転出 し、後任
には柴田治呂(前 原子力局動 力炉開発課長)が 就任 しました。
・1月18日付 けで船橋英夫企画課長が科学技術振興局研究交流課研究交流官(研 究交流セ ンタ 一ー－pX
長)に 転出 し、後任 には添嶋一(前 第1調 査研究 グルー プ上席研究官)が 就任 しました。
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